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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
 

生活・療養環境による要望特性に応じたがん情報提供・相談支援体制の在り方： 
地域ニーズの検証と活性化人材の育成と普及に関する研究 

- 地域がん医療情報提供・相談支援体制活性化人材としてのがん医療ネットワークナビ
ゲーターの養成、その有用性の検討 - 

 
研究分担者 相羽 惠介 東京慈恵会医科大学 腫瘍・血液内科 客員教授 

 
研究要旨 
本研究では、がん拠点病院の情報提供・相談支援の体制を効率化し補佐する人材、
すなわちがん相談員と市井をつなぐ人材である認定がん医療ネットワークシニア
ナビゲーターおよび認定がん医療ネットワークナビゲーター育成を中心的実務研
究のひとつの柱としている。 
今年度 2018 年 3 月末日現在、前者 36 名、後者 45 名を育成し得た。また後者の資
格取得を目指す候補者として、現在 299 名の者が e-learning を研修中であり、全
体を通して今年度の初期目標をほぼ達成した。また、がん医療ネットワークナビゲ
ーター養成の態勢拡充と養成活動の全国展開について、各都道府県の実施責任者・
実務担当者に本研究事業の趣旨説明会を開催し、必要に応じて追加資料の送付や個
別説明会の開催予定を通して意思疎通を図り、本研究事業の認知と理解、協力が得
られた。加えて活動基盤の現状調査及びシニアナビの活動内容希望や改善点などに
ついてのアンケート調査を年度末に実施した。次年度早々に詳細分析・評価し、問
題点の抽出と改善事項のフィードバックする予定である。 

 
 
Ａ．研究目的 
1） 地域がん医療情報提供・相談支援体制

活性化人材としてのがん医療ネットワ
ークナビゲーターの養成。 

2） その有用性の検討。 
 
B.研究方法 
1） 日本癌治療学会と連携し、がん医療ネ

ットワークナビゲーター制度の実施を
支援し、全国展開を加速して、｢認定が
ん医療ネットワークシニアナビゲータ
ー（以降シニアナビと省略）｣および｢認
定がん医療ネットワークナビゲーター
（以降ナビと省略）｣などの人材養成を
促進する。 

2） 養成人数を増加させるための制度改革
(2 段階認定制度の導入等)を検討・実施
する。 

3） 都道府県指導責任者を定め、全体会議・
説明会を開催する。 

4） 実地見学施設（認定施設）を全国へと拡
大する。 

5） プレスリリースや日本薬剤師会への働
きかけ等により、同制度について広報
を推進する。 

6） シニアナビゲーター30 名を認定、ナビ
ゲーター養成課程参加者を 200 名まで
増加させる。 

7） がん医療ネットワークナビゲーターの
有効性検証のため、資格取得者に実態
調査を行う準備を開始する。。 

 
Ｂ．研究方法 
1) がん診療連携拠点病院の相談支援センタ
ー/地域統括相談支援センター/医療・ケアネ
ットワーク等を対象としてアンケート調査
を行う。 
2) がん医療ネットワークナビゲーター（以
下、がんナビと略す）養成プロジェクト
（H26-がん政策-一般-007）でモデル事業の
対象県である熊本県において、養成のため
のシステム作り、育成したがんナビの現状
の調査、活躍の場を提供できる体制、継続教
育の保障を構築する。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究では介入試験は行わないが、モデル
事業における評価は疫学研究の対象になる
と考えられ、「人を対象とする医学系研究に
関する倫理指針」を遵守してこれを行う。 
 
Ｃ．研究結果 
1） 日本癌治療学会の｢がん診療連携・認定

ネットワークナビゲーター委員会｣と
連携・協働し、がん医療ネットワークナ
ビゲーター制度の改革推進をはかり、
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今年度各種学会行事、医学学術雑誌、医
療情報誌、各種パンフレット、プレス会
見等を通して各がん医療関連組織・団
体・個人に対し本事業の周知と理解、支
援の徹底を図った。 
予備的研究として過去 4 年余り本事

業研究を先行試行した群馬県、福岡県、
熊本県の 3 県に加え、今年度からは円
滑な全国展開を漸次図るために本研究
事業の内容と将来計画などについての
説明会、記者会見を開催した。すなわち、
2017 年 10 月 20 日に記者会見を開き、
質疑応答も行い、広くあまねく本事業
研究の一般社会への敷衍を図った。翌
21 日には本研究事業の都道府県地域指
導責任者及び事務管理者を対象として
説明会を開催し、｢がん診療連携・認定
ネットワークナビゲーター制度｣への
理解を求め、支援を要請した。 
人材養成は、ほぼ順調に進捗してい

る。本研究事業の核心的人材と期待さ
れる｢シニアナビ｣については、本年度
新たに 32 名が資格取得したことから、
所期目標が 30 名であったので、首尾良
く計画達成となった。この結果、前年度
末には 4 名であった｢シニアナビ｣を加
え、現在合計 36 名となった。ナビゲー
ター養成課程参加者は 299 名を数え、
計画予定の 200 名を超えている。加え
て、この養成課程を終了し、｢ナビ｣資格
取得に至った者は 45 名であった。 

2） 地域実情に沿ったより至適な｢がん医
療ネットワークナビゲーター制度｣と
すべく、本制度を精査検討した結果、2
階層の認定制度へと改革を進めた。す
なわち、従前｢ナビ｣と称していたもの
を、｢シニアナビ｣と｢ナビ｣の 2 階層に
分割した。｢ナビ｣の主たる業務は、地域
での正しいがん知識の普及と啓蒙や、
地域におけるがん情報を研修施設に報
告することなどである。｢シニアナビ｣
は、｢ナビ｣の業務に加え、がん患者と家
族を拠点病院のがん相談支援センター
や適切な医療情報のリソースに繋ぐこ
と、また地域の｢ナビ｣の指導を行うも
のとした。これは抜本的な変更となる
ため、慎重審議を経て、2017 年 11 月 1
日をもって制度変更とした。 

3） 都道府県指導責任者は地域事情を勘案
の上、就任要請としている。地域ニーズ
や既に本研究事業類似の活動を進めて
いる地域もあることから、今年度末 42
都道府県で同責任者を決定し得た。 
これら指導責任者に対して、2017 年

10 月 21 日に本研究事業の趣旨説明の
会議を開催し、基本的に賛同を得た。 

4） ｢ナビ｣から｢シニアナビ｣へとさらなる

資格取得には、相談業務などの場面で
の実見学が資格要件となる。このため、
実地見学に協力が得られる施設を全国
規模で網羅する必要がある。このため
がん拠点病院を中心に実地見学の施設
として｢シニアナビ｣候補者の受け入れ
を要請した。その結果今年度末までに
全国 65 施設から賛同を得ている。計画
では、2019 年度末までには都道府県ご 
とに 2 施設以上計 100 施設の実地見学
施を認定する予定であるので、今年度
ほぼ順調な進捗と考えられる。 

5） 本研究事業を展開する上で｢ナビ｣、｢シ
ニアナビ｣の候補人材ソースを開拓す
ることも極めて重要である。かかりつ
け薬局、かかりつけ薬剤師の制度確立
を目指している日本薬剤師会との協働
は、本研究事業の推進展開にも共益性
が認められる。よって 2017 年 10 月 18
日に日本薬剤師会を訪問し、本事業の
趣旨説明と協力を申し入れ、快諾を得
た。 

6） 今年度末までにがん医療ネットワーク
ナビゲーターの有効性検証のため、資
格取得者に実態調査を行う準備を開始
する計画であった。2017 年末に、その
時点で｢シニアナビ｣有資格者31名に対
して書面アンケートを郵送した。ナビ
活動全般に関する全20項目からなる質
問形式のアンケートであり、現在とり
まとめ中である。諸問題点、改善点など
を抽出し、フィードバックを考えたい。 

 
Ｄ．考察 
第 3期がん対策推進基本計画では｢がんに

関する相談支援と情報提供｣は重要施策と
されている。しかし全国的に多くのがん拠
点病院のがん相談支援センターでは、その
認知度も十分ではなく、また活用も不十分
なレベルである。地域的、領域的にこうした
国の推進事業が及び難い、あるいは及ばな
い環境があるのは事実である。よってそう
した状況を補完する、あるいは効率化を推
進するシステム、制度は必要である。 
本研究事業では、こうした情報提供・相談

支援体制の活性化に資する人材の養成を全
国規模で組織的・継続的に実施、展開し、検
証すべく活動を推進してきた。初年度、2017
年度は従来の 3 県での予備的研究を全国規
模へと拡大すべく可能な地域から漸次活動
を推進している。 
｢シニアナビ｣は今年度予定育成人数に達

し、また｢ナビ｣も順調である。今後は｢シニ
アナビ｣、｢ナビ｣の実務実績からの改善点、
向上点を慎重に評価点検し、フィードバッ
クすることでより優れた良好な人材育成の
制度確立を目指したい。各地域、地方におけ
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る本制度の確立と全国的な活動を統括推進
する機構の確立は、本研究事業の核心的シ
ステムであることから、常に関連諸情報の
収集分析と検証により、システムとして柔
軟堅実なものを構築する。 
 
Ｅ．結論 
本研究の一義的目的は、地域がん医療情

報提供・相談支援体制活性化人材としての
がん医療ネットワークナビゲーター（シニ
アナビ、ナビ）の育成、活動、指導にある。 
3 県から全国へのナビゲーター育成活動は
漸次順調に推移している。しかし継続的な
ナビ人材のリクルート、シニアナビへの資
格向上、ナビとシニアナビの円滑な地域活
動、それらの活動を支援し協働する行政、拠
点病院の態勢、こうした全体活動を統括・調
整・俯瞰する機構の構築が重要である。 
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